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ニホンウナギの稚魚及び成魚に対する 
漁獲圧力の等価的評価に関する考察

神頭一郎 1 †

Consideration of the equivalent estimation of the fishing pressure  
on glass eels and adult eels of Japanese eel Anguilla japonica

Ichiro KANTO1 †

ニホンウナギの合理的な資源管理のためには，資源に対する天然ウナギ（成魚）漁業及びシラスウナギ（稚魚）漁業に
よる漁獲圧力を等価的に評価することが重要である．そこで本研究では，漁獲圧力を同一次元にて等価的に評価・比較
するための一つの手法を考案したとともに，それを用いて双方の漁獲圧力に関する相対的関係の歴史的推移を明らかに
した．それによると，成魚1 tの漁獲は稚魚16.4–120.0 kgの漁獲に相当し，1970年代頃まで成魚漁業の方が稚魚漁業より
漁獲圧力が明らかに強かったが，その後は両者が逆転し，稚魚漁業の方が支配的になったと考えられる．また，これら
の結果をもとに，資源水準の歴史的推移及び資源の現状に見合ったニホンウナギの合理的管理手法について考察した．

In order to implement the rational stock management of Japanese eel Anguilla japonica, it is important to evaluate the 
fishing pressure （FP） on Japanese eel stocks by adult eel catch and glass eel catch equally. I accordingly developed a 
FP evaluation method that compares FP by adult eel catch with that by glass eel catch in the same dimension. I suc-
ceeded to clarify the historical changes of the relative relationship of both FPs by using it. According to this method, 
FP by 1 t of adult eel catch is equivalent to 16.4–120.0 kg of glass eel catch, and FP by adult eel catch continued to be 
stronger than that by glass eel catch until around the 1970s. However, FP by glass eel catch came to be dominant there-
after. In addition to the above, taking into account the estimation and comparison of both FPs, I considered the histori-
cal change of the stock level and the rational management measures for the current status of Japanese eel stocks.

Key words: Japanese eel, Anguilla japonica, glass eel, adult eel, fishing pressure

はじめに
ニホンウナギAnguilla japonicaは，環境省や IUCNによる
絶滅危惧種への指定，CITESにおける附属書掲載への懸念
等に関連し，その資源の動向に注目を集めている．神頭
（2015a）によると，東アジア全体におけるニホンウナギの
養殖生産量は，1990年頃をピークとしてその後減少傾向
にあり，特に，2008年以降はその程度が著しい．また，
FAOの漁業統計データベース（FishStatJ, http://www.fao.
org/fishery/topic/166235/en, 2015年3月16日）によると，東
アジア全体におけるニホンウナギの天然ウナギ（成魚）漁

獲量についても，近年，その減少傾向が著しい．さらに，
シラスウナギの採捕量については，近年，著しい不漁が続
いている．これらのことから，ニホンウナギの資源水準に
対する懸念が広がり，国内外において資源保護のために
様々な対策が講じられている．
ニホンウナギを対象とする漁業は，天然の成魚（黄ウナ

ギ，銀ウナギ）及び稚魚であるシラスウナギを対象とする
ものの大きく2種類に分類される．このうち，成魚につい
ては主に日本で漁獲される．水産庁の「ウナギをめぐる状
況と対策について」（http://www.jfa.maff.go.jp/j/saibai/pdf/
meguru09.pdf, 2015年10月15日）によると，近年，ウナギ
資源の減少が危惧される状況に鑑み，日本国内において，
内水面・海面におけるウナギ成魚の期間を定めた採捕禁止
や自粛，採捕禁止区域の設定，再放流の励行など，成魚を
保護するために様々な対策が講じられている．一方，シラ
スウナギについては，主に，日本，中国，台湾，韓国にお
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いて採捕され，近年の採捕量の減少は，これら関係国の共
通認識となっている．このため，シラスウナギについても，
関係国において様々な資源保護に向けた措置が講じられ，
そのうち，日本国内では，関係都府県において採捕期間の
短縮等の措置が講じられている．また，シラスウナギを利
用するウナギ養殖業については，2015年6月に届出制から
許可制に移行した．このほか，2015年漁期には国際合意
に基づき，上記4カ国の養殖場へのシラスウナギ池入れ量
に上限が設けられた．
このように，ニホンウナギの資源保護に向けた取り組み

は，成魚及び稚魚の両方を対象に幅広く実施されている．
しかしながら，各々の取り組みについては，実施効果に関
する具体的評価や科学的検証がほとんどなされないまま，
言わば手探り状態で進められているのが実情と考えられ
る．また，成長段階の異なる成魚及び稚魚については，双
方の漁獲圧力を等価的に評価するための手法が確立されて
いない．このため，成魚及び稚魚に対する様々な資源保護
対策について，各々の効果を定量的に比較することが難し
く，対策ごとの効果の大小を考慮した効率的な全体設計が
困難な状況にある．
以上を踏まえ，本稿では，本研究によって得られる結果

があくまでも一定条件のもとでの試算結果である点に留意
しつつ，ニホンウナギの成魚及び稚魚を対象とする漁業に
よる漁獲圧力を同一次元により等価的に評価する手法の考
案を試みる．さらに，その手法を用いて各々の漁業が資源
に加えた漁獲圧力の相対的関係について検証するほか，資
源の総体的な水準についても検証を試みる．また，これら
検証結果から，今後の資源保護対策の在り方について考察
する．

材料と方法
漁獲圧力の等価的評価手法について
成長段階が異なる成魚及び稚魚に対する漁獲圧力（成魚及
び稚魚を対象とした漁業による漁獲圧力）については，一
方の成長段階による漁獲量を，もう一方の成長段階による
漁獲量として等価的に評価する手法により，両者の漁獲圧
力を同一次元により定量的に比較することが可能となる．
そこで本稿では，これら比較を実現するため，Anguilla属
に関する自然死亡係数，漁獲死亡係数，年齢と性別によっ
て異なる降海率，性比，漁獲された成魚の年齢組成，体重
などの基礎データをもとに，ニホンウナギの成魚の漁獲量
を稚魚の漁獲量へ等価的に変換するための漁獲量変換係数
Pを試算した．次に，試算されたPをニホンウナギの成魚
の漁獲量（公式統計）へ適用することにより，成魚漁獲量
に対応した稚魚（シラスウナギ）採捕量相当値を計算し，
その歴史的推移を推定した．なお，計算に用いる成魚漁獲
量については，1950年以降の数値がFishStatJ及び農林水産
統計年報（農林省，1955; 農林水産省，1959–2015）の漁獲

量を，1949年以前については農林省累年統計表（農林省，
1932）及び農林省統計表（農林省，1933–1949）による漁
獲量をそれぞれ引用した．一方，シラスウナギ採捕量につ
いては，東アジア全体の数量に関し，長期間をカバーした
信頼できる公式統計が存在しない．このため，神頭
（2015a）が東アジア全体のニホンウナギ養殖生産量から推
定した東アジア全体のシラスウナギ採捕量に相当する「養
殖必要量」を引用した．さらに，日本におけるシラスウナ
ギ採捕量については，水産庁が取りまとめた養殖用稚魚の
漁獲量（http://www.jfa.maff.go.jp/j/saibai/unagi.html, 2015年
11月7日）を引用した．養殖必要量は，実際のシラスウナ
ギ採捕量と比較し，養殖の生育期間に起因するタイムラグ
及び同一年級魚の出荷時期（年次）の分散に伴う増減の平
均化が見られるものの，その水準は概数として実際の採捕
量を反映していると考えた（神頭，2015a）．
漁獲量変換係数の試算に必要なデータ
以下に（i）成魚の漁獲対象年齢及び成熟年齢，（ii）成魚
の性比，（iii）成魚の年齢別平均体重，（iv）自然死亡係数，
漁獲死亡係数及び降海に伴う減少係数の順に説明する．
（i）漁獲対象年齢及び成熟年齢
成魚の漁獲対象年齢については，廣澤（1999）が吉野川の
漁獲調査等により入手した成魚17尾の年齢を調べた結果，
4–10歳の範囲にあった．また，Sudo et al.（2013）が浜名
湖及びその流入河川を産地とする成魚252尾について年齢
を調査した結果，雄については4–7歳，雌については3–22
歳の範囲にあり，雌の年齢の分布範囲が大きかった．さら
に，二平（2006）によると，雌の成熟年齢は6歳以上と考
えられる一方，雄の成熟年齢は4歳以上で，5歳以上の雄
の個体数が極めて少ない．これらのことから，本稿におい
ては，加入年齢を雌雄共に4歳とし，雄の漁獲対象年齢を
4–7歳，雌については陸水域での滞在期間が長いことを考
慮し（Sudo et al., 2013; 吉川，1995），4–13歳と仮定した．
また，成熟年齢については，雄が4歳，雌が6歳と仮定し，
この年齢に達した成熟個体からニホンウナギの基本的な生
物特性に従って順次降海すると考えた．
（ii）性比
性比については，Yokouchi et al.（2014）が天然の成魚4,738
個体について調査した結果，雌の比率が 79.6%と高かっ
た．その一方，農林水産技術会議（http://www.s.affrc.go.jp/
docs/report/report26/no26_p3.htm, 2015年10月21日）は，天
然でとれるウナギの性比をほぼ1 : 1としている．また，雄
については5歳以上の個体数が極めて少ない一方，雌につ
いては6歳以上で成熟し，陸水域における滞在期間が長い
ことから（二平，2006; Sudo et al., 2013; 吉川，1995），自
然界においては高齢の個体ほど雌の比率が高くなると考え
られる．これらのことから，本稿においては，次式により
示される性比Sについて，上記約80%及び50%のほぼ中間
値に相当する0.65と仮定した．
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13 13 7
4 4 , ,4,Σ Σ Σf t ft t tt m tN N NS ＝ ＝ ＝／〔 〕＝ ＋   （1）

なお，（1）式中のNm,t及びNf,tは，それぞれ成魚漁獲物1 t
中に含まれる t歳雄及び雌の尾数を示す．
（iii）年齢別平均体重
成魚の年齢別平均体重に関連し，廣澤（1999）が調査した
天然のニホンウナギ成魚17尾の年齢及び体重データ（4–10
歳，31-1,184 g）をもとに，Microsoft Excelの solver機能を
使用した非線形最適化法によりパラメータを求めたvon 
Bertalanffyの成長式（WB,t：t歳の体重（g），t0=0と仮定）を
以下に示す．

WB,t=1,671×（1-e-0.113 t）3 （2）

本稿においては，成魚の年齢別平均体重に関し，雌雄差
を裏づける十分な情報がなかったことから，同一年齢の雌
雄の平均体重に差を設けず同一の値と仮定したとともに，
（2）式により求められる漁獲対象年齢 （4≦ t≦13）ごとの
体重WB,tを，それぞれの年齢における平均体重Wtと仮定
した（Table 1）．
（iv）各種減少係数
自然死亡係数については，Dekker（2000）が同じAnguilla
属のヨーロッパウナギについて，大陸生活期における自然
死亡係数を0.138と推定した．Tanaka（2014）は，ヨーロッ
パウナギの情報から求めたニホンウナギの自然死亡係数に
ついて，0歳が3.40，1歳が0.20，2歳が0.10，2歳超は0.05
と推定した．また，Lin et al.（2010）は，標識・再捕実験
から求めたニホンウナギ成魚の自然死亡係数を0.177と推
定した．さらに，森山・松宮（1999）は，ヨーロッパウナ
ギ等のデータから求めたニホンウナギの自然死亡係数につ
いて，0–1歳が約1.03，2歳が約0.22，6歳が約0.10，10歳
以上を約0.08と推定した．このように，自然死亡係数は，
各推定値間に大きな差があり，特に0–2歳までの若齢魚に
おける差が大きいほか，雌雄差を裏づける十分なデータは
なかった．さらに，自然死亡係数は環境等の影響により変
動するため，単一の値による推定は精度に対するリスクが
大きいと判断した．これらのことから，本稿においては，
上記の推定値を参考に，自然死亡係数に雌雄差を設けず，
初期死亡が大きく自然死亡係数の累計値が最も大きい「シ
ナリオH」，初期死亡が小さく年齢とともに自然死亡係数
が緩やかに減少し，その累計値が最も小さい「シナリオ
L」，両者の中間的数値を与えた「シナリオM」による3種

類のシナリオを仮定し，それぞれについて年齢別に自然死
亡係数を定義した．シナリオごと （H, M, L）の年齢別自然
死亡係数は，t歳の値をMH,t, MM,t, ML,tとしてTable 2に示す．
漁獲死亡係数については，Dekker（2000）がヨーロッパ

ウナギについて0.10と推定したほか，Lin et al.（2010）が
ニホンウナギの標識・再捕実験の結果から0.120と推定し
た．その一方，年齢差及び雌雄差を裏づける十分な情報が
なかったことから，本稿においては，これら推定値をもと
に，加入年齢以降（t≧4）の漁獲死亡係数Ftについて，年
齢差及び雌雄差を設けず，両者の平均値に相当する0.11と
仮定した（t≦3の場合，Ft=0）．
降海に伴う減少係数については，雄については4–5歳で
多くの個体が降海するとともに，雌については6歳以上で
成熟し成魚の陸水域滞在期間が長い（二平，2006; Sudo et 
al., 2013; 吉川，1995）といった間接的情報は存在するもの
の，ニホンウナギの降海率に関する具体的な知見は乏し
い．このため，本稿においては，これら間接的情報をもと
に，雄は4歳以上で毎年50%ずつ，雌は6歳以上で雄の半
分の比率の毎年25%ずつの個体が再生産のために降海す
ると仮定し，次式により雌雄別の降海に伴う減少係数を求
めた．

θ s=1-e-Ds, Ds=-ln（1-θ s） （3）

θ sはニホンウナギの降海率，Dsは降海に伴う減少係数
を示し，性別 sは雄の場合m，雌の場合 fとする．（3）式に
おいて，降海率θm=0.5及びθ f=0.25から，降海に伴う減少
係数として，雄についてDm=0.69，雌についてDf=0.29を

Table 1.　Estimated values of the average weight for wild caught adult eel by age.

Age 4 yr. 5 yr. 6 yr. 7 yr. 8 yr. 9 yr. 10 yr. 11 yr. 12 yr. 13 yr.

Wt （g） 80 134 199 273 352 435 518 602 683 762

Table 2.　Estimated values of mortality rates for P-values calcu-
lation.

Age 0 yr. 1 yr. 2 yr. 3 yr. 4 yr. 5 yr. 6 yr.≦

MH,t 3.4 0.2 0.1 0.05 0.05 0.05 0.05
MM,t 2.2 0.2 0.2 0.15 0.15 0.1 0.1
ML,t 1.1 0.25 0.18 0.13 0.1 0.09 0.08
ZH,m,t 3.4 0.2 0.1 0.05 0.85 0.85 0.85
ZM,m,t 2.2 0.2 0.2 0.15 0.95 0.9 0.9
ZL,m,t 1.1 0.25 0.18 0.13 0.9 0.88 0.88
ZH,f,t 3.4 0.2 0.1 0.05 0.16 0.16 0.45
ZM,f,t 2.2 0.2 0.2 0.15 0.26 0.21 0.5
ZL,f,t 1.1 0.25 0.18 0.13 0.21 0.2 0.48
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得た．
上記各種減少係数から求めたシナリオごとの雌雄別年齢

別全減少係数（ZH,m,t, ZH,f,t, ZM,m,t, ZM,f,t, ZL,m,t, ZL,m,t）をTable 2
に示す．
漁獲量変換係数の計算式
以下に漁獲量変換係数Pの計算式を示す．なお，Pによる
変換前の成魚の重量及び変換後の0歳魚の重量は同じ単位
とする．

,,  7 13 6
4 , 4 , 0Σ Σ 10

cc
f tm t ZZ

t m t t f tP N e N e w 
 

－
＝ ＝＝ × ＋ × × ×   （4）

（4）式中のw0は，0歳魚1尾当たりの平均重量 （0.2 g） を
示す．また，Zc

m,t及びZc
f,tは，t歳雄及び雌の接岸期（0歳）

以降における累積全減少係数を示し，次式により求める．

1 1c c
0 , 0 ,, ,Σ , Σm t f t

t t
i m i i f iZ Z Z Z－ －
＝ ＝＝ ＝   （5）

（5）式中のZm,i及びZf,iは，i歳雄及び雌の全減少係数を示
す．また，（4）式中のNm,t及びNf,tについては，雌雄別に未
熟と成熟に分け，次式を適用する．
○未熟（雄：t=4，雌：t≦6），tは自然数．

( )
( )

( )
( ) ( )( )1 1, 1

, ,4

, , 1 , 1
t tf t

m t m

F MZ
f t f t f t

N N

N N e N e － －－－ － ＋
－ －

＝

＝ ×× ＝
 
 （6a）

○成熟（雄：t≧5，雌：t≧7），tは自然数．

( )
( )

( )
( ) ( )( )

( )
( )

( )
( ) ( )( )

1 1, 1

1 1, 1

, , 1 , 1

, , 1 , 1

mt tm t

ft tf t

F M DZ
m t m t m t

F M DZ
f t f t f t

N N e N e

N N e N e

－ －－

－ －－

－ ＋ ＋－
－ －

－ ＋ ＋－
－ －

＝ × ＝ ×

＝ × ＝ ×
 
 （6b）

上記計算式において，稚魚来遊水準の年変動はなかった
と仮定する．また，（4）式中のeZ c

m,t及びeZ c
f,tは，t歳成魚（雌

雄別）1尾と等価になる0歳魚採捕尾数相当値を求めるた
め，減少率に当たる e-M（t-1）（1≦ t≦ 4），（6a）及び（6b）
式中の e-Zm,（t-1）及び e-Zf,（t-1）（t≧5）をそれぞれ逆方向に累
計したものである．
本稿においては，漁獲圧力の観点から成魚1尾の漁獲と

等価になる平均的な0歳魚採捕尾数Gについても，次式に
より推定した．

( )6 7 13
0 4 , 4 ,/ 10 / Σ Σt m t t f tG P w N N－

＝ ＝＝ × ＋   （7）

生物特性を考慮した漁獲量変換係数
本稿においては，上記Pとともに，再生産のために降海す
るニホンウナギ成魚の生物特性を考慮した漁獲量変換係数
P′についても試算した．再生産のために降海する成魚につ
いては，降海に伴う減少を通じて新たな資源を生み出す観
点から，再生産に寄与しない自然死亡や漁獲死亡といった

単純な減少とは，減少の性質が本質的に異なる．このため，
これら生物特性を考慮したP′では，（4）式中のNm,t及びNf,t

から0歳魚採捕尾数相当値を求める計算プロセスにおい
て，降海に伴う減少を再生産に寄与しない単純な減少と区
別し，計算に用いた累積全減少係数の値から降海に伴う減
少係数の値を除いた．
以下にP′の計算式を示す．

,,  7 13 6
4 4 , 0Σ Σ 10

cc
f tm t ZZ

t t f tp e N e w
′′ ′

 
－

＝ ＝＝ × × × ×＋   （8）

（8）式中のZc′
m,t及びZc′

f,tは，それぞれ t歳雄及び雌につい
て，（5）式中のZm,i及びZf,iから降海に伴う減少係数（Dm及
びDf）を除いた全減少係数（Z′m,i及びZ′f,i）を，接岸期（0歳）
から（t-1）歳まで累計した累積全減少係数を示す．また，
（8）式中のNm,t, Nf,t, w0については，（4）式中のそれぞれの値
に等しい．
成魚単位重量中の雌雄別年齢別尾数
P及びP′の計算式に適用するNm,t （4≦ t≦7）及びNf,t （4≦ 
t≦13）については，3種類のシナリオごとに各年齢の値を
求める必要がある．シナリオごとの値の計算方法は基本的
に共通するため，以下にシナリオHに対応したNH,m,t及び
NH,f,tの計算方法を示す．
① 加入年齢 （4歳） の雌雄別漁獲尾数にあたるNH,m,4及び

NH,f,4に，それぞれ任意の尾数を与える．また，（6a）及び
（6b）式にならい，次式により，雄 （5≦ t≦7）及び雌 （5≦ 
t≦13）について，各年齢の漁獲尾数（NH,m,t及びNH,f,t）を
定義する．

( )( ), , , ,4 5 , ,( 1)exp ΣtH m t H m i H m iN N Z＝ －－＝ ×   （9a）

( )( ), , , ,4 5 , ,( 1)exp ΣtH f t H f i H f iN N Z＝ －－＝ ×   （9b）

② （1）式にならい，性比に関し，次式を得る．

13 1
, , ,

3 7
4 ,4 , 4 ,Σ Σ ΣH f t H ft t H mt t tN N NS ＝ ＝ ＝／〔 〕＝ ＋   （10）

③ 雌雄別の年齢別漁獲重量の合計（WH,m及びWH,f）及
びこれら雌雄の合計WH,（m+f） を以下に示す．

( ) ( )7 13
, 4 , , , 4 , ,Σ , Σ  H m t H m t H f t H f t ttW N W W N W＝ ＝× ＝ ×＝   （11a）

WH,（m+f）=WH,m+WH,f （11b）

④ WH,（m+f） について，目標値を単位重量である106 g，制
約条件をS=0.65として，Microsoft Excelの solver機能を使
用した非線形最適化法により，NH,m,t（4≦ t≦7）及びNH,f,t 

（4≦ t≦13）の値を各年齢について求める．
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結果と考察
シナリオごとのP及びP′の推定
Pについては，材料と方法に従い，3種類のシナリオごと
に計算した結果，シナリオH：PH=120.0×10-3，シナリオ
M：PM=52.3×10-3，シナリオL：PL=16.4×10-3を得た．ま
た，成魚1尾の漁獲と等価になる平均的な0歳魚採捕尾数
相当値Gについては，シナリオごとにGH=108.0尾，GM=
44.2尾，GL=14.2尾を得た．
さらに，再生産のために降海するニホンウナギ成魚の生

物特性を考慮したP′については，シナリオごとに，P′H=
64.6×10-3, P′M=27.8×10-3, P′L=8.7×10-3となり，それぞれPH, 
PM及びPLの0.53–0.54倍の水準であった．また，（7）式を
準用し，P′を用いて成魚1尾の漁獲と等価になる平均的な
0歳魚採捕尾数相当値G′をシナリオごとに計算した結果，
G′H=58.1尾，G′M=23.4尾，G′L=7.5尾となった．以上のこと
から，成魚を対象とする漁業の漁獲圧力については，再生
産のために降海するニホンウナギの生物特性を考慮して評
価した場合，考慮しない場合と比較しておよそ半分の水準
となった．
東アジア全体における漁獲圧力に関する考察
Figure 1に，農林水産統計年報及びFishStatJによる日本及
び東アジア全体における成魚漁獲量の推移を示した．それ
によると，東アジア全体の漁獲量は，その多くを日本が占
め，残りの部分のほとんどを韓国が占める．東アジア全体
の漁獲量は，1920年から1940年頃まで約3,000 tの水準で
推移した．その後，第二次世界大戦による漁業活動の中断
を経て，1961–1969年にかけて再び3,000 t台の水準に回復
した．しかしながら，それ以降，急激に減少し，2013年
には東アジア全体でピークの年の約20分の1に相当する
204 tとなった．なお，内閣統計局（1930, 1938）によると，
朝鮮，台湾における1928年及び1936年の天然ウナギ漁獲

高（金額ベース）は，それぞれ朝鮮が日本本土の5.0%及
び6.6%，台湾が1.3%及び1.9%の水準であった．また，中
国におけるウナギ消費は，近年に至るまで少量であったと
推定される（神頭，2015a）．このため，本稿においては，
FishStatJのデータが存在しない1949年以前の東アジア全
体における漁獲量に関し，日本以外の国による漁獲量を少
量とみなし無視して取り扱った．
次に，成魚及び稚魚に対する漁獲圧力の相対的関係を検

証するため，Figure 2に東アジア全体におけるシラスウナ
ギの養殖必要量の推移及び東アジア全体における成魚漁獲
量をPH, PM及びPLを用いて換算したシラスウナギ採捕量
相当値の推移を示した．いずれのシナリオも明治期から
1963年までの間，成魚漁獲量に対応したシラスウナギ採
捕量相当値が養殖必要量の水準を上回った．特に，シナリ
オHでは，1994年に至るまで，シラスウナギ採捕量相当
値が養殖必要量を上回ったほか，長期にわたり養殖必要量
を大幅に上回る300–400 tの水準にあった．1970年代に入
ると日本及び台湾の養殖生産量が急増したため，養殖必要
量が急増した一方で，天然ウナギ漁業によるシラスウナギ
採捕量相当値は減少に転じている．これら減少傾向は
1980年代以降，特に顕著となり，2011年には最も高値を
示したシナリオHでも，養殖用稚魚漁業の68%の水準に
まで低下した．

Figure 3にニホンウナギの総体的な資源水準について検
証するため，東アジア全体における養殖必要量及びPH, 
PM, PLに対応したシラスウナギ採捕量相当値の合計数量の
推移を示した．それによると，これら合計数量は，戦時中
の1941年にすべてのシナリオが一つの大きなピークを記

Figure 1.　Historical changes of the amount of adult eel catch in 
Japan （dotted curve）, and in the whole of East Asia （solid 
curve）; the catch amounts from 1944–1948 are estimated by 
using the total amount of inland catch and the average share 
ratio of Japanese eel catch from 1941–1943 and 1949–1951.

Figure 2.　Historical changes of the estimated total amount of 
glass eels needed for Japanese eel farming （aq）, and the 
equivalent values of glass eel catch which were estimated by 
the adult eel catch with P value in accordance with the dif-
ferent scenarios of H （H）, M （M）, L （L）, in the whole of 
East Asia.



— 219 —

ニホンウナギに対する漁獲圧力

録したが，その値は112.2–529.8 tとシナリオごとの推定値
の幅が大きい．その後，戦争による減少を経験した後，戦
後再び増加し，シナリオHが1969年に，シナリオM及び
Lが1980年にそれぞれ500.5 t, 308.9 t及び216.5 tのピーク
を記録した．これらピークの後，それぞれの合計数量は変
動を伴いながら減少し，2011年には 59.0–90.7 tの水準と
なった．この水準は，概して明治期または戦後の混乱期の
水準に匹敵する．
以上のことから，少なくとも養殖が東アジア全域におい

て盛んになる1970年代より以前においては，ニホンウナ
ギ資源全体への漁獲圧力として，天然ウナギ漁業が養殖用
稚魚漁業を上回っていた可能性が高く，資源に対して一次
的な影響を与えていたと考えられる．近年，天然ウナギ漁
業による漁獲圧力の比率が急速に低下し，それに代わって
養殖用稚魚漁業による漁獲圧力が支配的な立場に変化し
た．2つの漁業に関連した養殖必要量及びシラスウナギ採
捕量相当値の合計値は，東アジア全体におけるニホンウナ
ギの総体的な資源水準を示す一つの指標になると考えら
れ，2011年にはピーク時の17–27%の水準にまで低下した．
さらに，同様の試算をP′により行った場合も，その水準が
22–29%となり，Pによる試算とほぼ同程度の低値を示し
た（Figure 4）．これらの結果は，東アジア全体における総
体的な資源水準の低下と，養殖用稚魚漁業による漁獲圧力
の比率拡大が同時進行している状況を示唆するものであ
り，養殖用稚魚漁業による漁獲圧力と資源水準の低下との
間に一定の関連性を裏づける一つの根拠になると考える．
日本における漁獲圧力に関する考察
養殖用稚魚漁業が東アジア地域の複数の国で営まれる一

方，天然ウナギ漁業は，その多くが日本という局所におい
て営まれてきた．このため，天然ウナギ漁業による漁獲圧
力については，地域を日本国内に限定した局所的範囲にお
いて，養殖用稚魚漁業による漁獲圧力との相対的関係につ
いて分析する必要がある．

Figure 5に，1975年以降について，天然ウナギ漁業と養
殖用稚魚漁業による漁獲圧力の相対的関係を検証するた
め，国内シラスウナギ採捕量の推移（Jaq），国内成魚漁獲
量とPH, PM及びPLにより計算したシラスウナギ採捕量相
当値の推移をそれぞれ示した．それによると，いずれのシ

Figure 3.　Historical changes of the estimated total amount of 
glass eels needed for Japanese eel farming （aq）, and the total 
amounts of aq plus equivalent value of glass eel catch which 
was estimated by the adult eel catch with P value in accor-
dance with the different scenario of H （aq+H）, M （aq+M）, 
L （aq+L）, in the whole of East Asia.

Figure 4.　Historical changes of the estimated total amount of 
glass eels needed for Japanese eel farming （aq）, and the total 
amounts of aq plus equivalent value of glass eel catch which 
was estimated by the adult eel catch with P′ value in accor-
dance with the different scenario of H （aq+H）, M （aq+M）, 
L （aq+L）, in the whole of East Asia.

Figure 5.　Historical changes of the glass eel catch （Jaq）, and 
the equivalent values of glass eel catch which were estimated 
by the adult eel catch with P value in accordance with the 
different scenarios of H （H）, M （M）, L （L）, in Japan.
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ナリオでも，天然ウナギ漁業のシラスウナギ採捕量相当値
が Jaqと同等もしくは Jaqより高水準で，特にシナリオH
では，最近年を除き，全ての期間でJaqを上回った．また，
シナリオMにおいても，2005年まで天然ウナギ漁業によ
る漁獲圧力がJaqを上回ったほか，その後も減少傾向を辿
りつつもJaqと同程度の水準を維持した．さらに，シナリ
オLでは，全体的に天然ウナギ漁業による漁獲圧力が Jaq
を下回るものの，1980年代後半から1990年代後半にかけ
てJaqとほぼ同水準で推移した．
以上のことから，日本国内においては，天然ウナギ漁業

による漁獲圧力の水準が総じて高かったものの近年低下
し，養殖用稚魚漁業による漁獲圧力の大きさが同等若しく
は逆転する状況となった．しかしながら，天然ウナギ漁業
による漁獲圧力は，最近3ヵ年のシナリオごとの平均値が
養殖用稚魚漁業の22–157%の水準で推移したと考えられ，
依然として資源への影響が無視できない．さらに，同様の
試算をP′により行った場合でも，天然ウナギ漁業による漁
獲圧力の水準は養殖用稚魚漁業の水準の11–84%と決して
低いとは言えない（Figure 6）．これらの結果は，少なくと
も日本国内においては，養殖用稚魚漁業とともに，天然ウ
ナギ漁業に対する管理の重要性を示唆する一つの根拠にな
ると考える．
資源保護対策の在り方
Figure 7に，神頭（2015b）による1975年以降の東アジア
全体におけるシラスウナギ総採捕量推定値（AQ），水産庁
が取りまとめた日本国内におけるシラスウナギ採捕量
（Jaq）及び1980年以降の高知県におけるシラスウナギ採
捕者1人当たりのシラスウナギ採捕量（CPUE）の推移を
示した（高知県，2014）．なお，高知県における同採捕量
については，各年の標本数（採捕者数）が2,689–12,747人

であり，養殖用稚魚漁業の単位漁獲努力量当たりの漁獲量
（g・fisherman-1）に相当する数値であることから，その推
移の傾向はニホンウナギの資源水準を表現すると考えた．

Figure 7に示したグラフは，いずれも年変動が激しいが，
CPUEについては，短期的変動が資源水準以外の海洋環境
等の変動によりもたらされた部分が大きいと考え，図中の
矢印で示した通り，エルニーニョ等の影響による一時的変
動が疑われる1990年代後半を除いた極大値を結ぶ長期的
トレンドを見た．その結果，CPUEはほぼ右肩下がりの減
少傾向が解析される一方，他の2つのグラフについては，
CPUEの長期的トレンドと比べて減少傾向が比較的緩やか
であった．特に Jaqにおいては，増減を繰り返しつつも，
その水準が近年ほぼ横ばいに近い傾向を示している．この
ことは，CPUEの長期的トレンドから，ニホンウナギ全体
の資源水準が低下しているにもかかわらず，漁獲量を維持
するため，シラスウナギに対する強い漁獲圧力が継続して
いる状況を示唆していると考えた．また，近年，東アジア
全体において，天然ウナギ漁業と比較し，養殖用稚魚漁業
による漁獲圧力が相対的に大きくなった状況を併せて考慮
すれば，親魚以上に稚魚に対する資源保護対策の充実が急
務と考える．
日本，中国，台湾及び韓国は，稚魚の資源保護対策とし

て，養殖場へのシラスウナギ池入れ量を，直近5年間で最
も多かった2014年を基準に20%削減することで国際合意
した．これによって2015年漁期には，4ヶ国の合計池入れ
量を78.7 tに制限するとともに，2016年漁期についてもほ
ぼ同じ制限が合意された．これら国際合意については，資
源保護を目的に多国間で困難な合意形成に成功した点につ
いては高く評価できる．しかしながら，そもそもシラスウ
ナギ来遊量が制限数量に達しない場合，20%の削減が実際

Figure 6.　Historical changes of the glass eel catch （Jaq）, and 
the equivalent values of glass eel catch which were estimated 
by the adult eel catch with P′ value in accordance with the 
different scenarios of H （H）, M （M）, and L （L）, in Japan.

Figure 7.　Historical changes of the estimated catch amount of 
glass eels of Japanese eel in the whole of East Asia （AQ）, 
that in Japan （Jaq）, and the CPUE of the glass eel fishing in 
Kochi pref. in Japan （CPUE）; the original data of AQ was 
updated by the data of “http://unaginews.blog.so-net.ne.jp/, 
10 December 2015”.
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に機能しないことから，この手法は資源水準が低い場合に
資源保護対策が機能しないという大きな矛盾を抱えてい
る．このため，資源水準が低い場合でも資源保護対策が有
効に機能する現実的手法として，例えば効率的な密漁監視
も考慮し，1週間のうちの特定の曜日（例：月・水・金曜
日）に養殖用稚魚漁業を全面禁漁にするといった資源管理
の手法についても検討することが望ましい時期にあると考
える．
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